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論 文 内 容 の 要 旨
戦後地:方財政の本質解 明を目的 とす る本書は大き く分けて次の二つの 目的 ・内容に よって構成
されている。
第一は、戦後の地方 自治の動 きのなかで大 きな位置 を もち、いわ ぱ山 を形 成している と患われ
るシヤウプ税制勧 告、町村合併、所得倍増計画 と広域行政に焦点を合わせた ことである。すなわ
ち、戦後その目標 と方向 とを全 く異にする二つの地方 自治が あり、 このこ二つの連動 の対立 ・桔 抗
のなかで現実の地方 自治の動 き参そ の方 向を決定 されて きた。本書の第一 の目的は、地方 自治を
め ぐるこの ようないわば二 つの路線が戦後の三 つの山のそれぞれに澄いて どの ような形 で問題 と
な り、それが権力に よって どの ように再編強化 されて きたか、その囲題の性格 と変化 の特 色を明
らかに しよ うとした点 である。(第1編 の1、5章 、第2編 の1、3章)こ れが本書全体 を貰 く
間題意識で もある。
第二は、地方財政調整制度が戦後地方財 政の役割 と性格 とを決定 する きめ手 となっているとい
う認 識の下に、 とくに この制慶の分析に焦点 を合わせた ことで ある。 ことで明 らかにせん とした
点は、わが国戦後の この制慶が とくに大 きな比重を もつのはなぜか.とい う点、 この制度 に どうい
う基不任務が課せ られているのか とい う点 、地 方財政 を して農民分解を促進させ、独 占の農村支
配 の新 しい装置を固めさせ よ うとす る経済的機能、不来、貧弱団体 に流 れるべ き交付金が高度経
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済成長下では国庫補助金な どと一体 とな り、いかに公共投資中心 に操作されているか と吟 う点 、
そ して本来 、財政調整のみを任務 とすべ きこの制度がいか に経 済の地 域的不均等発展 を促進iする
機能 をしてい るか とい う点、以 上である。
(第1編 の2、5、4章 、第2編 鈴2章)
参考論文 地域開発 と地方 財政
本書は地 域開発 の本質 と地方財政のむすびつ きの関係 を分析 して、 この面か ら現代地方財政 の
孤質 に接近 しようとする。っまり、本書は、二つの同的、 内容を もっている。第一は、地域開発 と
は何か、それはなぜ必要 とされたのか 、その本質は何か とい う問題 に答ヌ ることで ある。第二は、
地方財政は地域開発 とどのよ うに結びついてい るのか、 またそ のことに よって地方財政の政治的 、
経済的機能に どの ような変 化が生 じ、特 徴が あらわれてい るのか とい う点 を明 らかにす ることで
ある。 そのため、漿一編 として地域開発 の理 論、その経 済学 をみ き、第二編 に地域開発の財政問
題 をとりあつか'・た。 さきの論文 を織物にた とえて縦織 りとす るならば、本書 は横織 りともみ な
し うるで あらう。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論 文の研究の重点は2つ ある。 窪つは、戦後 日本 の地方財政 を方 向づけた5つ の重要 な事象
たるシヤウプ勧 告、町村合併、所得倍増計画 と広域行政 とい う問題である。他 の 宅っは、中央財
政 と地方財政 との関係 、国の政策 とそれ に対す る地方の対応、 とい ういわぱ縦の関係 を研究す る
のに、 とくに重要 な地方財政調整制 度の性格 と役割 の問題 で ある。
そ して以.上の ような課題に接近す ゐために、提出者 は次の ような視点を設定す る。すなわち、
(1)戦後 日本 の「地方 自治 」では、 これを支配者 の側 か ら「独 占支配体制の安定装置 」として とら
え る路線 と、国民大衆 の側 か らこれ を「反独占民主主義の拠点 」として とらえ る路線 と、2つ の
方 向が争われている。(2)その背景は、 ひ とたび崩壌にひんした独 占資本が復興 し発 展する過程 で、
経 済力の地域的不均等発展が未 鮪 に拡大 しつつ あるところの 日本経 済である。以 上の2点 を、
提出者は あらゆる分析 の前提 とする。
以.上の ような課題 と方法 によって、提出者はい くつか の:重要 な論 点を打 ち出 している。その2、
5を 例示するな らば、本論文は、
(1)シヤ ウプ勧告(1949年)に 、 さきにのべた2つ の路線、2つ の側 面の含まれている こ
とを析出 して、近年学界の トピックの1つ となりつっ ある.い わゆる「シヤウプ勧告の再評
価 」とい う問題に対 して、独 自の寄与 をなした。
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(2).町村合併(1955-6年)が ・地主制なきあとの独 占支配 の末端機 構の再編強化 であ り、
その後の 自治体全体 の再編の最初の土台作 りであり、財政資金 とくに公共投 資の集中的投入
に対す る受入基盤を強化 する ことに よって、その後 の経 済の高度成長政策 の前提 を整備 した
こと、を明 らかに したQま た、新 産業都 市建 設 ・都市合併 ・広域行政 とい う問題 にも、町村合
併の論理 が通ず るもののある ことを解明 した。
(5)地方交付税 に よって代表される日本の地方財政調整制度が、国際的にみて も極めて特異 な
ものであるこ とを示 す とともに、 これが、い うご とく経済力の地域的不均等発 展を緩和 する
ものではな く、む しろ地:方団体闘の財政 力の 「均等化 」を発条 として、経済力 の地敏的不均
等発 展を促進す る機能 をもつべ きこと、を明確に した。
提 出者は、必要に応 じて外国の事 例を参照 し、また明治以 来 の既往 にさかのぼ るな ど、極 めて
多面的な検討 を試 みている。そ うした努 力の結果、本論文 の内容は狭義の地方財政 の研究書 たる
こ とをこ身、て、国家独 占資本主義の一断 面を画 く結果 となっている。
な澄、経 済力の地 域的不均等発展の一層の分析、な らび に高度 成長期 の地方 財政 のもつ矛盾の
発現 としての近時 の地:方財政危機の分析は 参考論文に澄いて行なわれてい る。
以上 に よってみ るに、本論文は、その問題の設定を聯 ても、分析視角に診いて も、独 創的 な もの
があり、研究の結論 について もみ るべ き点が少 くない。 もとより、個 々の論点に関 しては、すでに学
界 に澄いて論争 の的 となった点 もあ り、若干 の異 論 もあ りうるであろう。 しか し総 体 としてみ る
ときに、本論文 の提 出者 は経 済学博 士の称号を うける資格 を充分に もつ ものと認定 され うる。
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